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令 和 ４ 年 1 2月 1 4日 

 

一般社団法人日本病院会 

会 長 相澤 孝夫 様 

 

全 国健康保険協 会 

  保健部長   安田 剛  

 

 

保健事業の協力依頼について 

 

日頃より、全国健康保険協会（以下、「協会」という。）の事業運営に特段のご配慮・

ご理解及びご協力を賜り、厚く御礼を申し上げます。 

当協会では、医療保険者として加入者の健康保持・増進を図るために、特定健診・

特定保健指導等の保健事業を実施しているところですが、より一層の保健事業の充実

策として、令和５年度から生活習慣病予防健診の自己負担の軽減、令和６年度から付

加健診の対象年齢の拡大を実施することとしております。 

特定健診は、特定保健指導対象者等を抽出するためのスクリーニングであり、特定

保健指導によって生活習慣の改善を促すこと等が保険者の責務であると考えており

ますが、これらを着実に実施するためには、健診機関の協力が必要不可欠です。 

つきましては、以下について趣旨をご理解いただき、貴会会員へ周知いただきます

ようお願いいたします。 

 

１.生活習慣病予防健診の自己負担の軽減 

健診実施率の向上のため、令和５年度から生活習慣病予防健診の自己負担を軽減

いたします（別添１）。これを契機として、生活習慣病予防健診を委託する健診機

関において、生活習慣病予防健診の利用案内に努める旨を実施要綱に盛り込むこと

としました（別添２）。ひとりでも多くの方に生活習慣病予防健診を受診いただく

ため、幅広く周知を行いたいと考えておりますので、貴会会員への積極的な周知等、

ご協力いただきますようお願いいたします。 

 

２.事業者と健診機関による定期健康診断等（事業者健診）データの提供 

事業者健診データを迅速かつ確実に保険者に提供していただくため、厚生労働省

から事業者と健診機関との契約書ひな形が示され約２年が経過しましたが、当該契

約書の活用は進んでおりません。この状況を踏まえ、生活習慣病予防健診を委託す

る健診機関において、協会加入者が事業者健診を受診した際には、事業者健診デー

タを協会支部へ提供するよう努める旨を実施要綱に盛り込むこととしました（別添
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２）。生活習慣の改善が必要な方に特定保健指導を利用していただく機会を確保す

るためにも、事業者健診データを確実にご提供いただきますようお願いいたします。 

 

３.健診当日の特定保健指導初回面談の実施 

健診当日に初回面談を行うことは、加入者の利便性の向上や、健康意識が高ま

っている時に働きかけることができ、生活習慣の改善効果がより一層期待できま

す。現在、特定保健指導を委託している健診機関における健診当日初回面談実施

率が約14％に留まっており、さらに底上げを図っていきたいと考えておりますの

で、健診当日の特定保健指導の実施に努めていただきますようお願いいたします。 

 

４.健診・保健指導機関における事務処理誤り 

昨今、健診機関において、加入者の健康・生命に関わる重大な誤りに繋がる恐れ

がある要精密検査・要治療にかかる誤通知等の事務処理誤りが発生しております。

当協会では、これらの誤りは健診機関が築き上げてきた信用や当協会との信頼関係

を脅かしかねないと考えており、厳正な対応を行っています。 

対応の一環として、令和５年度から健診機関等と締結する契約書において、事故

及び損害が発生した場合は、委託先機関の業務の一部を停止することができること

と併せて、業務の一部停止や契約を解除した場合は、その旨を公表することができ

る旨を明記することとしました。また、事務処理要領には、具体的な事故防止及び

事故発生時の対応手順をお示しすることとしました（別添３、別添４）。貴団体に

おかれましても、貴会会員に改めて趣旨を徹底していただきますようお願いいたし

ます。 

 










































